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Abstract 

 In this article, I would like to explore a little further the most important key aspect 

of future directions and applications for "global-capitalism(Geo-centric globalism)", 

currently needed in private enterprises of Japan. This is how to promote a collaboration . 

for sharing employee's individual knowledges and experiences, which goes deep into 

the heart of Knowledge Management(KM) in knowledge-creating companies. From 

this viewpoint, one may say that Collaboration, which has been growing with the use 

of Information Technology, will continue to thrive at the global enterprise level ; the 

age of KM is inevitable. 

 The first thing we notice is that there are numerous conferences and hundreds of 

articles in scholarly and business journals devoted to the broad acceptance of KM. 

By all accounts, KM is well on its way to becoming an essential feature of advanced 

business culture and is critical to business success, possibly to business survival in 

the 21th century.. 

 Nevertheless, as yet, in Japan there are several companies facing global-capitalism 

and promoting KM in ways that really matter to long-term success within a worldwide 

business market. What has been discussed in this paper seems reasonable to conclude 

that KM has been converting. paradigms of business organization-formation on 

domestic and old-fashioned industrial criteria bases into ones of global and knowledge 

creating bases.

◎ はじめに

多元的資本主義とグローバル資本主義は質的に異なるものであ.る。 グローバル資本主義.セとおい

てはζ.経済形態 ・経済原理・変革 とパワー'の源泉?.学 習 ・組織構造・社会特性が資本主義 と異なっ

た知本主義 の特質 く表 .1)を 強め るが・、.その原動力!まITを 駆使 した知識 ・情報共有化の新 しし～

組織めパラ.ダイムである知.識経営(ナ レッジマネジメソ ト)で あ り、それへの転換が日本企業ブ
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ローバル化の課題であることを本稿で強

調 したい。

1多 元的資本主義からグローバ

ル資本主義の時代へ

第二次世界大戦後、世界の大 きな枠組

みは 「資本主義対社会主義」という対立

の中にあったが、ベル リソの壁 の崩壊

(1989・11)に より、その後の グローベ

ル経済化が多元的資本主義をめ ぐる新た

な議論を起 した。いわゆる 「資本主義対

資本主義」の相剋である。資本主義は画
一的でなく、各国の経済 ・社会 ・文化 ・

歴史的背景によって、そのあり方が地域・

国 ごとに違いがあ るという ものである

(表2)。 例えば、日本は生産者資本主

義の範疇に入 り、アソグロサクソン(米

国)型 とは異なっている。後者をあたか

も唯一普遍の最高価値あるものとして日'

表1グ ローバル資本(知 本)主 義

多元的資本 主騰 グローバル資本(知 本
)主 義

経 済形態
1
資木集約型経済 知識集約型経済

経 済原理
効 率的生廣{生
(QC的3効 率の

マネジ メン ト)

劇 造的生産 性
(互T的3知 織創造の

マネ ジメン ト)

変革源 泉 産業輩命 コ:レ ク トロ ニ ク ス 革 命

パ ワー の源泉 プ ロセ ス ・イ ノペー シ ョン
(リエ ンジ昌ア リング)

匐ア ・コン ビテ ンス
(綯1職文化 の浸 透)

学::習
シン グル 。ル ープ学習
個人学習

ダブル ・ル ープ学習
紙織学習

組.織 槽i造 階肩型維織 ネ ッ トワー ク型組織

社会特性
-

コンテクス ト社 会
(コ ンテン ツ惜綴 環:視)

コンテンツ祉 会

(コ ンテク ス ト情報蒐視)

表2市 場経済の種類

特 色 問 題 点

消費者資本 主義
・米、英、加、オーストラリア

自由主義、小さな政府
利益追求

一

不平等、低い貯蓄率
よわい中央政府

生産者資本主義

日、独、仏、メキシコ

生産第一主義
雇用重視

イノベーションの遅れ

消費者の不満増加

家族 型資本主 義

食マレシスクイ、インドネシア

家族 中心、
同族型 ビジネス

経営近代化移行の
むずかしさ

国家資本主義
中 国、 ロシァ

政府支援での市場経済化
役人上りの経営者

法律未整備
経済犯罪多発

(出所)ビ ジネス ・ウィーク誌94年12月12日 号P.21

本に澤透 させたり、世界各国を席巻するのは不合理で横暴であるといった議論である。

「多文化主義を加速する契機となったグローバ リズムが排他的ナシ ョナリズムを生み出すとい

うパラ ドックスをもたらしている。伝統的文化の維持 こそ民族集団の義務であると考える本質主

義的文化観 を生み出す」(01)のと同 じように、企業の グローバル経営(多 国籍経営)の 進展は経

営の現地化を加速 した。多元的資本主義論は各国経済 ・経営 システムの独 自性(特 徴や長所)を

強調、賞賛する。各国あるいは各地域それぞれの歴史的な特異性を重視 し、米国には米国の、 日

本 には日本の、アジアにはアジアの、そ して欧州には欧州の経済 ・企業行動 システムの意義を主

張する。米国のその一部を、例えば日本に移転 しようとしても、技術移転とは根本的に異なるの

で、それは不可能なことであるという。

とはいうものの、日本型経済 ・経営 システムの独自性の正当性は、現実世界における他の資本

主義の繁栄と持続的発展システ・ムとの対比 ・競合においてのみ獲得できるものである。例えば、

米国企業か ら学ぶとい うベス トプラクティスの意義を認め、単なる模倣でな く、 日本企業の独自

性と米国企業の長所を揚棄(止 揚)し た21世 紀 日本経営 システムの構築を目指ナ ことになる。各

業界において国境を越えた合従連合の業界再編成が世界的に行なわれている。自動車 メーカ部品

部門のスピソオフや伝統的なOEMメ ーカーのサービス化が進む自動車業界、ファブレス業者g

ファソダリー業者等の有機的なネッ トワー クへ進む半導体業界、個別機能に特化 しつつある金融

業界、新たなビジネスモデルで急躍進する小売業界等の事例をみるまでもな く、各国の資本主義

を支える企業行動は21世 紀への生 き残 りを賭けた勝者のビジネスモデルが世界標準に収斂 してい

くようにも見えなくも塗い。現実世界は多元的な資本主義システムが、企業行動の グローバリゼー

ショソによって共通部分を拡大 ・浸透するグローバル資本主義システムに変容 しつつある時代 に
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入ってしまったのが今 日であろう。

グローバル ビジネスの領域において、現在、ITを 活用す ることで標準化 された生産 プロセス

や経営手法がより精緻に整備されることが可能となって、世界のどこで も同 じ品質 ・価格 の商品

やサービスを提供することが世界同時多発的 に出現 している。 これが、あらゆる産業の全ての企

業 に激烈な競争を余儀なくさせ、勝者 と敗者の2極 化をもた らしている。

II日 米欧型比較では、経 営管理面でマーケ ッ トに一番遠い日本型資本主義

グローバル化が進んでいる今 日の先進諸国には、概略、米国 ・欧州 ・日本の3つ の資本主義が

相剋 している。どの資本主義が世界標準化に最 も適 している'のであろうか。

これら3つ の資本主義の中では、まず、米国型資本主義が株主とい う外部ステークホル ダーを

通 じて、市場に対 して外向きに直結 し、 ローカルからグローバル化へと拡大 している市場の機会

を最大に享受 している。その次の ドイッ企業 に代表 さる欧州型資本主義は株主の代わり嵐 銀行・

経営者 ・労働組合の代表から構成 される機関によって運用され、市場に対 しては半ばイソサイダー

的、半ばアウ トサイダー的なステークホルダーを通 じて、外向き ・内向きの両立場を維持 し、市

場 のグローバライゼーショソに際 して、その恩恵を得ている第2の 地域である。

日本型資本主義は、経営者 ・従業員が第一

のステークホルダーであるが、 日本的経営で

特徴とされる労使協調 ・業界協調 ・官公庁主

導の蛸壷経営で、米欧の資本主義と比べれば

市場 に対 して全 く内向きである。3者 比較に

おいて、日本型資本主義はグローバルマーケッ

トに対 して最も遊離 した位置にあり、マーケッ

トの変化に機敏 に反応す ることが出来 ない

(図1)。 環境変化への反応の遅 さは、 日米

欧の意思決定の仕方の違い(表3)を 吟味す

れば、納得 ・理解できるであろ う。

企業文化を 「経営者 ・従業員集団の態度 ・

行動を誘導 し、規制 し、支配す る価値体系」

と定i義す ると、 日米欧型相互比較でそれぞれ

様相を異にする。概略、以上の資本主義のタ

イプと以下のような日本と米国企業の経営者、

従業員のあ り方の違いを踏えたコソサルテー

ショソを実施 しているのはアーサーアソダー

セソヒ昇一マソキャピタル東京事務所である

⊂アーサーアソダーセソ、2000:13-19]。

従業員においては、まず、「リスクテイキ

ソグ」のありかたでは米国企業は個人中心で、

その行動の結果に対 しては自分が責任を負う。

プロフェッシ ョナルを自負する従業員にとっ

・図1電 子個人主義への経路 ・

表3日 米欧の意思決定の仕方の違い

＼ 　 ・1…

糞ii..

行 動 パ タ ー ン 合 理 的 論 理 的 集 団 的

意 思 決 定 者 鰍(朝 家技術者 職魏当責儲く驪) 集 団

意思決定の叢 因 事実、経験 客観的情報、理論 印象、感情

情報のまとめ方 判定基準 価 値 観 伝紘 慣例

情報の利用 法 カジュアlk未飛餉 フオーマ丿k現鰤 インフオーマル、伝統銅

戦 略 の 内 容 障害帯鵜 果の予想 論理的検討概念 模倣、過去の経験

判 断 基 準 実 用 性 順 応 性 模 倣 性

意思決定の正当性 実 践 与えられた勧1 全員一致
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てはハイリスクではあるが、成果はほぼ全額本人に帰属す るといってもよいので、ハイ リターソ

で、 リスクマネジメソ トが個人の必須の要件 となる。 これに対 して日本企業は集団中心で、その

行動の結果は共同で責任 を持つので、個人にとってロー リスクである。 また集団の他 のメソバー

に対 してもロー リスクであるように個人は行動するので、 ロー リターソになり、 目の前の微細な

リスクに対 してもそれを回避 しようとする。

「問題解決」 においては、 リスクテイキソグのスタイルを反映 して、米国企業はハイリスク ・

ハイ リターソの結果、未来 ・前向き ・創造志向となり、常に過去は 「ご破算」にしてゼロ ・ベー

スで解決策 を編み出そ うとする。それに対 して日本企業はロー リスク ・ロー リターソを追 うあま

り、常 に経験を積み重ねて、安全に将来を構築 しようとする前例主義 ・過去志向で、後ろ向 きで

ある。たとえ、資本主義の型がビッグバソなどを推進することで米国型に変わってい くように見

えても、資本主義の基底を成す企業文化を変えるのは容易ではない。

さらに、「モチベー ショソ」についても、米国企業では従業員はプロフェッショナルとしての

成長を目指 してお り、そのために同僚との差別化の専門性を身に備える外向きの努力が必要であ

る。それに対 して、 日本企業では集団のなかの身分の保全と地位の昇進が最重要であ り、それに

キャリアの全てを捧げる終身雇用の企業内向きのものに努力する。

経営者においては、まず、米国企業では株主の代表として、市場 から委ね られた権限を行使

(市場価値志向)す るのに対 して、 日本企業は従業員の代表と して企業の内部から委ね られた権

限(社 内集団価値志向)を 行使する。「変革への考え方」では、米国企業の経営者は変革を新 し

い機会の到来 とか、新 しい成果を創造できる機会と見 るのであって、 もし、障害が立 ちはだかっ

てどうしても前進できなければ、過去の成果に執着す ることなく放棄 して、別の事業領域で再起

(敗者復活)を 狙 う。その姿勢は肯定的 ・楽観的 ・積極的 ・拙速的である。 日本の経営者は変革

を現秩序の攪乱と捉えて遠 ざけ、回避 し、先延ば しす るなど、懐疑的 ・警戒的 ・根回 し的 ・後追

い的な姿勢を取 りがちである。

「ビジネスと交渉」では米国企業はケース ・バイ ・ケースとい う形態で、交渉の双方の当事者

が自分の意見を主張 し、その上で、相互に譲歩 して、歩み寄 り、妥協点 に達す る。その過程は、

異質の者同士の競争で始 まり、前向きの利害のバラソス確保への努力である。 臼本企業は、集団

主義の性向として、現在の関係の長期継続への強い衝動があり、集団内では現在の関係(和)を

保つための協調が重視 される。反面、異なる集団に対 しては、 自集団の利益を守 るために非常に

競争的になる・そ ヒて・双方が上位 とみなす行政機関などの第三者の介入がない限 り、「過 当競

争」 とい う名の 「ゼロ ・サム ・ゲーム」の極限の競合関係に持ち込む性向が強い。 日本で、規制

緩和が進 まないのは、 この文化性向があるからともいえる。

IIIグ ロー バル 化 の発 展段 階 と現 地 経 営の視 点

米国企業と日本企業 との間に前節で述べたような相違があるように、東アジアにおけるアセア

ソ諸国やニーズ諸国(シ ソガポール、韓国、台湾)の 現地企業 と日本企業とに本質的な相違があ'

ることを指摘す ることで、海外展開する日本企業の現地経営の重要性を説 く研究 も多い。

2000年9月4日 から13日 にかけて 日系製薬台湾企業の6社(武 田 ・エイザイ ・山之内 ・藤沢 ・

大正 ・佐藤)の ヒヤ リソグ調査(平 成12年 度文教大学学長調整金による調査:齊 藤功高助教授 と

の共同研究)を おこなった。 日本の製薬企業の多 くが1960年 代に台湾に一斉 に進出した。 日本薬
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品を輸入 して販売す る支店形態や販売主体の現地資本 との共同出資の合弁事業であった。当初は

外資規制で資本金は現地資本61%の 規制があったが、その後順次、製薬技術移転のために緩和 さ

れるに従い親企業が現地資本株を買い求め、 日系製薬台湾企業が親企業の薬品を生産 して台湾の

顧客 に販売するための工場建設が行われた。現在では、日本親企業 との戦略提携をより強め るた

めに、 日本親企業がほぼ100%の 株式を所有(1社 のみ80%)し ている。各社とも日本国籍社員

は総経理(社 長)1人 か、主場長を含めて2-3人 である。

現在、 日本国籍の社員である総経理 は、ほぼ100%の 社員が現地人であることから文化の相違

をまたいで現地人を動か し、 ビジネスとしてまとめてい くことへの挑戦が始 まった ことに気づい

ている。 日本親企業における従来の 「異文化 トレーニソグプログラム」は、今 日のグローバル ・

ビジネスの前線で活躍する人々のニー ズには合わなくなってきているが、 日本親企業中心意識へ

の回帰を払拭できず、その意味で日本親企業 との関係における日系製薬台湾企業のグローバル化

への道は限 りな く険 しい。 ヒヤ リソグ企業の赴任者研修 として、当然の ことながら、台湾では
"情
、理、法"(02)"誠 実"(03)といったことが現地のビジネスの常識である。 また、福利厚生とし

ての"尾 牙"(04)な どの開催、あるいは"タ ブーやべからず集"と いった類のエソ トリー レベル

の知識を教育するなどは極めて重要であるが、現在、 日系製薬台湾企業各社が行 っている現地管

理者の 日本親企業への派遣研修が日本親企業の経営理念や 日本企業文化 との融合を図るクロスカ

ルチャラル ・トレーニソグとしてその重要性を増 している。

したがって、現地赴任者の共通意見としては、現在、'求め られている"プ ログラム"は 、例え

ば文化をまたいで現地社員といかにビジネスミーティソグを うまく進めるかといったような、具

体的なビジネスの現場で応用 しうるものでなければならない、 とい うものであった。 日系製薬台

湾企業 としてはビジネス意識が現在志向 している自国(台 湾一国)中 心主義をより進めることに

なるが、さらに進んで地域中心主義へ、単一文化から多文化へ、そ して最終的には トラソスカル

チャーへと21世紀においては変えていかなければならないことはい うまでもない。

日本ではゼネラリス ト養成の配置転換が管理職育成には効果的であ り、 これが日本的人材育成

といわれている。台湾ではこれは効果的でない。台湾は日本と違 って実力主義で流動性が高 く専

門性が重視 される社会であるので、ゼネラ リス ト養成の配置転換では専門性がつかず転職が困難

になるとい うことで一般従業員の企業への帰属意識が低 く、日系企業の転職率が極めて高いとい

われている。例えば、"安 価 な労働力を求めて輸出加工区に進出 した 日系企業の中には、年離職

率は30-40%と 高 く労働者の確保が最大の問題になっているもの もあり、特に能力のある従業員

ほど辞める傾向が強 く、雇用安定を実施 して も見返 りが期待できない"と いう指摘を聞かされた。

ところが、 ヒヤ リソグした 日系製薬台湾企業各社 とも年転職者は2-3人 であり、定着率は極

めて高い。この理由としては"採 用のあ り方が従業員の紹介者を優先す る、会社都合の解雇がな

い、給与が毎年確実に上がる、能力のある従業員には昇進の機会がある、といった 日本的経営の

良さを強調 している"と の回答であった。各社 とも生活給でな く職務給中心の賃金体系を主体 と

するものであるが、 日本的経営の年功賃金 ・年功昇進の要素がかな り強い人事制度である。 日本

的経営の良さを懇切丁寧に説明 し、日本的人事制度の中に個人主義が強 く労働意欲も高い一般従

業員へのイソセソティブ(QCサ ークルによる提案であって も個人を対象に した報奨金等)を 明

示 していることが効果をあげている。

グローバル ・カソパニーの定i義や解釈 をめ ぐっては、船川淳志の構想する4つのステージ(図

2)が 参考になる[船 川、1998:39-43]。 これは小林規威が1980年 に刊行 した著書で提示 して
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い るモ デル(05)と 発 展の ステー ジを同 じ くす るもの

である。船川の論旨では グローバル化の発展段階は、

その企業の組織風土、組織文化が重要な目安になる

というものである。日系製薬台湾企業はこの4つ の

ステージのどこに位置 しているのであろうか。

グローバル化の発展段階の最初のステージは、エ

スノセソ トリック(自 己民族中心主義)企 業である。

このステージにある親企業の現地法人は非常に本国

指向が強い。主要なマネジメソ トのポジシ ョソは本

国の社員に大きく占められる。つま り、親企業の社

員だけが国際要員 として現地に派遣 される。海外赴

任者は どちらかというと先生というスタソスで現地

に赴 く。親企業との間で支配従属関係 にある。 日系

製薬台湾企業はこのステージを卒業 している。

第2の ステージは、ポ リセソ トリック(現地主義)

企業である。 日系製薬台湾企業は現在 この段階で、

最初の 自己民族中心主義の段階におけるいろいろな

試行錯誤の経験 を踏まえて、この方向を極端に志向

している状況にある。台湾は独自の規制や取引慣行

あるいは新GMP(CurrentGoodManufacturing

掲所)細 川淳志 『多分化時代のグローバル経営2ト ッパン、1998 、p40

図2グg一 バ ル 化 の 段 階

Practice(06):医 薬品の製造管理及び品質管理規定)に適合 した製薬工場の建設の義務づけ等、製

薬産業イソフラの整備を目指 している。 これに対応 した日系製薬台湾企業は素晴らしい成果を納

めつつあるし、 この成果は現地の販売チャネルの構築、新GMP適 合製薬プロセスの構築、現地

労働者の雇用 と活用 という多大な投資 とグローカリゼーシといわれる現地化への普段の努力によっ

て達成 されているものである。

医薬品の生産は、従来は化学工業 として価格競争に主眼がおかれていたが、米国から最終製品

段階での品質確保のみならず、購入原材料や生産各工程に亘 る トータル管理の概念が導入され、

非価格競争の うちの品質に関する新たな視点が加わった。それがGMPで ある。台湾における製

薬行政 の姿勢は、製薬工場の品質責任が法があるから達成 されるのでな く、 日々の持続的な製薬

イノベーシ ョソが天然物抽出法から化学的合成法あるいは遺伝子利用になって きているので、最

新 ・最 適のGMP情 報 を米 国・日本 ・欧州諸国 ・PIC-PIC/S(Pharmaceuticallnspection

ConventionandCooperationScheme)か ら得て、昨 日のGMPの 内容を国際標準に合 うように

今 日、明日と変え、 日々新たに法的に対応 して、製造工程の変更、品質企画の変更への十分な担

保を確保 してい く、 というものである。 これが新GMPの 「新」の意味するところである。新G

MPに 適する工場の建設 ・整備を法的に義務づけることで、21世 紀 において台湾製薬産業が国際

標準に合致 した国際競争力をもったものになることを狙いとしている。

新GNP基 準のもとでの事業展開を余儀な くされている日系製薬台湾企業の赴任者(総 経理)

の役割は、親企業の管理を最小限にとどめ、どちらかとい うと親企業へのレポー トに限 られてい

た。台湾市場 の開拓は人口約2000万 人という小 さい市場を奪い合 うことにな り、日系製薬企業間

競争の激化で、各社 とも拡大成長 とい うよりも縮小均衡の状態の経営計画であった。 ヒヤ リソグ
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した 日系製薬台湾企業6社 の1社 が台湾か ら撤退 と他の5社 で噂 されていたが、撤退するどころ

か採算の合わない製薬品 目、数量の少ない製薬品目、人件費の急増の製薬品 目については日本親

企業からの輸入品を将来増加 させて台湾での製造を減らす ことに当該企業の総経理の経営戦略が

あっただけである。既に2品 目については昨年から今年にかけて委託製薬(1品 目はコス トの安

い現地 メーカー、1品 目は設備を新規に した受託製薬に生き残 り戦略をお く欧米外資 メーカー)

していた。 このような経営方針 に基づき、正規雇用の従業員の うち余剰 となる工場における製薬

要員や単純なルーチソ業務担当者、さらには清掃担当者等34名 の業務を新規20名 の派遣社員に引

き継 ぎ期間1ヶ 月で代替 して、人件費の抑制 と経営の効率化をもた らした。その結果135名 体制

が現在87名 になり、将来66名 を目指すとい う経営姿勢が撤退の経営とみられたにす ぎない。 日系

製薬台湾企業6社 とも台湾市場の堅持の経営であり、撤退はあ りえないとの回答である。

第3の ステージは、地域中心主義の地域制をとる企業であるが、 ヒヤ リソグした日系製薬台湾

企業はこの段階での役割 を日本親企業から課せ られてな く、また、近隣 アジア地域の中核企業に

なろうとの意識 も現在持 っていない。ただ し、地域中心主義に徹 しようと努力 しているかにみえ

たのはヒヤ リソグした企業の中では1社 のみであった。それは日本国籍の総経理が、自らは東南

アジア数 力国の赴任経験 を基 に、"地 域内の数ヶ国の赴任経験者がその地域の近隣諸国について

は一番よく知っている"と い う自負心を持 っていたためである。他のヒヤ リソグ企業の総経理も、

こう.した近隣諸国経験の重要性を認識 しているがゆえに、自らが台湾一力国のみの赴任経験 しか

ない ことから台湾国内のみの経営に徹 しせざるを得ないのであろ う。 したがって、安価な労働力

利用を基本 とした輸 出基地としての東アジア地域 との分業体制などは構想 されてない。

親企業からめ赴任者が、同じ地域にまたがる複数の国をカバー しなければならないとい う状況

は、赴任者がそれぞれ個々の文化とビジネスに習熟 していない限 りかなり難 しいので、ヒヤ リソ

グ6社 のうち1社 のみが東アジアの他国を赴任 した経験者 を総経理 に任命 していたのは親企業の

第3ス テ「ジへの展開の布石であるともいえる。

企業 グローバル化の最終段階が第4ス テー ジとしてのグローバル ・ジオセソトリック(地球中

心主義)企 業である。 この企業は世界共通 な基準を模索 しながら、なおかつ各地域固有の状況に

対処 し、重要な意思決定を行 うために現地子会社 と親企業が緊密に協調す ることが求められる。

現在、先進欧米企業 も日本企業も第3、 第4ス テージに向けて歩みだしているが、 日系製薬台

湾企業6社 の現況をみても、被進出諸国の経済社会の諸制度環境が整備 されない限 り、その段階

は限 りな く遠 く、そ して過酷な ものである。 しかしながら、台湾が産業規制を緩和 し、さらに資

本自由化 も進み、新GMPが 製薬技術標準 として定着 し、それ らが国際的に許容される時代にな

るには長 い年数はかからないであろ う。それまでに台湾国内で競争する日系製薬企業 なかで新

GMP適 合の製薬工場 と知識経営を行 った企業のみが第3、 第4ス テージで活躍することになる。

これは日本国内の社会経済諸制度について も同様であ り、現在、グローバル ・ジオセソ トリッ

クの経済社会環境整備への要請 として、金融 ビックバソを推 し進め、それに対応する日本企業の

経営変革が喫緊の課題 となっている。2000年3月 期から連結決算主義になったととともに、国際

会計基準でも基本財務諸表の一つとして位置づけられているキャッシュフロー計算書が有価証券

報告書などの開示書類において財務諸表に含めて公表 されたのに加えて、2001年3月 期には金融

商品の時価評価が始まる。持ち合い株式の時価評価によって、これまで許 されてきた含み益経営

が大幅に制約 されるといった、国際会計基準 ・金融制度のグローバル化(世 界標準化)の 流れに

日本企業は無縁ではいられなくなった。
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IV創 造化時代(21世 紀)の エクセ レン ト ・カンパニ ィー

1989年 、 日本 ・欧州 と比較 して米国産業の問題点を分析 したマサチューセ ッツ工科大学の調査

委員会は"米 国産業の弱点は規格品の大量生産 システムの成功と国内市場のみ睨んだ視野の狭 さ

にある。これに対 し、日本の産業は柔軟に効率的に対応できる生産 システムを造 り上げた"と 結

論づけた。工業化 レースの世界の勝者となった1985年 の 日本は"世 界の工場"と して他国の追随

を許 さぬ成功の地位を保持 していた。 日本は トヨタ生産システムに代表す る在庫ゼロを目指 した

生産 システムや設計段階から部品 メーカーを参加 させることによって開発期間を大幅 に短縮 した

生産 システムを作 り上げ、米国企業の教科書 となっていた。

1990年 代の米国企業の復活は、 日本的経営の特徴や長所を1980年 代末から1990年 代初頭 に米国

企業が学 び、それ らを米国型 にアウフヘーベソしたことにある。 日本 は欧米に範 をとり、 この

100年 間で 「近代化」 を成 し遂 げ、1980年 代 に存分にその経済的果実を享受 した。 しかし今、い

つまでも脱出できない不況の苦境の真只中にいる。

米国復活を担った超一流企業(エ クセレソ トカソパニィー)と いわれた超優良企業やペソチャー

企業は、1990年 代に入 ると成功への評価基準を、「市場原理の組織や経営資源の束の組織(コ ア・

コソピタソス)」 に重点を移 していったのである。

1990年 代は創造化時代(図3)

が始動 し、テイクオフの時期にあっ

て、米国経済はこの潮流 に乗って

繁栄の時代を謳歌 して世界を大 き

くリー ドしている。それは情報化

時代の次の時代を単に知識が重要

になる時代として位置づけている

のでな く、他に類例の見ない創知

型産業(07)の"知 識の創出と新た

なビジネスモデル"が 経済を牽引

してい くドライビソグ・フォース

となっていたからである。一方、

日本経済 この期間低迷 し、1980年

代に築 き上げた自信は吹き飛んで

しまった。様相を変えた決定的な

要因は、ここ数年米国を中心に一気に進んだ情報技術(IT)革 新である。

その内容はニューエコノミー経営で、顧客と商品 ・サービスの管理に必要な情報の全てが リア

ル タイムに社 内で飛 び交 う情報 イ ソフラ整備 であ る。従業 員の知識 と経験 が共有 で きる

KM(KnowledgeManagement)の 徹底である。ワークスペースはモバイルでどこでも仕事がで

きるとい う環境で、Eメ ールで代表 される情報(コ ミュニケーショソ)ネ ットワークの利用であ

る。IT技 術 は米国企業の経営管理のあ り方を革命的に変えてきた。企業 と顧客の問に成立 して

いた"付 加価値をつける関係"が 、顧客の生活課題解決といった"ソ リューショソバリュウーの

提供"に 移行 していたのである。 さらに、戦略的アウ トソーシソグが企業間の境界の揺 らぎをも

たらし、産業融合の動きとバーチャル企業化への転身を促が していたのである。
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この期間に、 日本経済はバブルの後始末に追われ、ITを 導入 ・活用す るのに決定的な遅れを

とった 「失われた90年 代」 として しまった。イソターネ ットの普及率をみても、1999年9 ,月現在、

米国は39.4%、 欧州で も急速 に高めているのに、日本は21.4%に すぎない(朝 日新聞2000・6・

21)。 経済企画庁は、シソガポール、香港 よりもイソターネッ ト普及率では 日本は劣 り、ITイ

ソフラ整備ではシソガポールや香港等 と同程度にとどまり、米国に遅れをとっていると試算 した

[ア ジア経済白書]。 このことは今後の経済成長の起爆剤 として期待 されるIT分 野では、 日本

の優位は依然として確立 されていないことを示す。固定電話 と携帯電話を合計 した人口普及率は

2001年 に日米大逆転す ると予想す る研究所(08)もあるが、電子行政(政 府)の 実現への基盤整備

で も欧米に比 して大幅に遅れをとっている。

ITは これ まで業務の効率を高めるための ツールであったが、今 日のIT革 命は調達 ・生産 ・

流通 ・販売等、あらゆる企業活動の基盤となり、これまでの企業活動における物理的な制約が次々

と取 り除かれ、複数企業間で情報を共有 し、企業活動の無駄を徹底的に排除できるようになった。
IT革 命は企業経営のパラダイム シーフ トとして、世界経済社会を抜本的に大 きく変 えつつ、超一

流企業の経営管理 として 「経営理念への熱い信奉による求心力を発揮する情報 ・知識共有の経営

(KM)」 を台頭 させている。米国ではIT経 営に必要な基本的イソフラ整備 を整 え、企業間電子

商取引(BtoB)が 本格的に動きだ しているが、日本ではIT技 術が もたらす 「電子個人主義

の時代」(09)への適応が遅れているといえる。 日本企業は終身雇用慣行を制度化 した日本的集団

主義経営による成功 として品質と生産性の向上の面で画期的な成果をあげたことに酔い しいれて

いたのである。

米国では1990年 代後半に超一流企業のコア人材の役割が"仕 事自体の変化、イ ソターネ ット・

イソトラネ ット・Eメ ールの進展、経営管理 スタイルの変化"に よって、1)職 場や企業の単位

でなく、個人個人が機敏な行動を伴 う活発な知識 ・情報を発信 し、情報ネットワー クを活用 した

「グローバルスタソダー ドへの対応」、2)業 界の区別 ・制約を乗 り越えた 「知識企業経営」、に

変わってきたといわ ざるを得ない。21世 紀 におけるエクセレソ ト・カソパニ ィーの評価基準が

「知識創造組織(ナ レッジ ・カソパニ ィー)」 に重点がおかれるようになったのである。

IT革 命はグローバル化の第4段 階であるジオセン トリックなビジネスモデルを求めてこれから

急速に普及 ・発展するが、それを支える知的イソフラス トラクチャが知識 ・情報の共有化の仕組

み(KM)で あることに、 日本の リー ダーは認識を新たにすることが 日本企業経営 グローバル化

の喫緊の課題である。

V:コ ラボ レー シ ョン(協 働)に よる 革新性

日本ナレッジマネジメソ ト協会は12人 の学者の"KMの 定義"を ホームページで紹介 している。

それ らの中で知識創造企業の本質を適格に記述 しているのは野中郁次郎であろう。それは、

「われわれが"知 識創造企業"と い うとき、それは知識担 当役員を設置 し、先端的情報技

術を用 いて知識ベースを構築すべきだ、ということを意味 しているのではない。それらの

要素は必要条件の一部 と言えなくはないが、少な くとも十分条件ではない。企業モデルと

しての知識創造企業は、量産システム時代の企業のように、製品開発などの限定された局

面で コソセプ トを効果的に創造する企業ではない。む しろ、イノベーショソから、よ り日

常的な顧客問題の解決、顧客とのコラボレーシ ョソ、あるいは複雑な環境における自由で
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機動的な組織的行動に至るまで、多 くの局面で知識創造する企業である。つま りそのモデ

ルには、価値の源泉 となる知識が常 に創造的に進化 してい くための"生 ぎたモデル"で あ

ることが望まれる」

という ものである。 ・

10年 ほど前に、IT革 命 と称 したMIS等 が導入されたが、 これらは上述の定義における"価 値

の源泉 となる知識"が 常に創造的に進化 した ビジネスモデルとして有効に機能 しなかった。デー

タベースによってデータが整備され、各種の報告書等が文章化(ナ レッジ化)さ れても、それは

経営の効率化のみで、知識創造企業としての経営の高付加価値戦略の判断にまで効果がおよばな

かったか らである。KMは 業務遂行の過程で獲得 ・蓄積 してきた知識やノウハウ等の知的資産を

ITに よって社内で共有化 し、企業の総合力を高めることが狙いである。

ダベソポー ト(T.H.Dabenport)は"ProcessInovation"(1992)を 著し、ハマー(M.Hammer)

とチャピー(J.Champy)と ともに リエソジニャリソグ(Reengineering)を 提:唱したが、 この

ブームは"人 を忘れた騒 ぎ(Thefadthatforgotpeople)" .にす ぎなかった。その後、米国で

は コソピユータの驚異的なハー ド・ソフ トの発展による今 日的IT革 命 と経営のデジタル化 に適

応 し、90年 代にはニュー ・エコノミ.一を中核 にして115ヵ 月以上にも及ぶ経済の繁栄 を続けるこ

とになる。米国の先達企業では、イソ トラネットを構築 して、米国内は勿論のこと世界各国の各

部門、関連会社に散在する知識 ・情報 ・ノウハウをビジネスチャソスに活かすように、それ らを

集め、 コラボ レーショソ(10)によって世界各地域で働 く社員一人一人の能力では産み出せない組

織的課題解決力を獲得 している。このコラボレーシ ョソのしくみは知識 ・情報 ・ノウハウの共有

空間を生み出し、その しくみは リアル タイムに動作する高度な対話性を持 ち、世界各地域の異な

るスケジュールで活動 している人々でも、空間と時間 を超えたグローバル ・ジオセソ トリックな

コラボ レーショソを可能にしている◎

コラボレージョソとは専門の経験の異なる人たちが協働 して新 しい知識やノウハウを創造す る

プロセスを共有する活動である。この活動を実践 してい くためにはメソバーの一人ひとりの専門

性や性格 ・思考特性を十分に活か したメソバ弱相互間の有機的な コーディネー トが必要である。

新 しいものはゼロから生まれるものではな く、これまで積み重ねてきた知識や経験の上に新たな

視点が加 わることにより創造 され る。複雑化 し,専門化 した現実に直面 して、様々な専門性 を持

つ人々がコラボレーショソを重ねる努力によって革新的な問題処理方法や製品等が創造 されてい

く。

コラボ レーシ ョソは相互に補完 しあう能力のある人々が共通の問題意識の基で創造活動 を行な

うチームの学習行動である。 メソバーの構成 を限定せず、必要に応 じて世界各地に散 らばる最適

の専門家に参画 してもらうとか、メソバー間の上下意識を排除 した対等(イ コールパー トナー)

の構図がコラボレーショソの基本である。金太郎飴的な思考 と行動を要求 しがちなチームワーク

との本質的な差異に注 目しなければならない。米国では、GeneralElectric社 の"GEInfomation

Network(11)、ArthurAndersen社 の"KnowledgeExchange"(12)等 がその代表例と して挙げ

られている。組 織における情報 ・知識の共有 ・活用の面か ら見てみると、チームワークの段階か

らイソトラネ ットを整備 してのコラボレーショソシステムを確立することでエレクトリックコマー

ス(例 えば、電子 コミゴニティの形成、バーチャルカソパニ ィの形成、全社的な知識資産の活用

等)の 段階に進んでいるといえようb

日本で も、多くの企業において、組織のス リム化と して、人員削減を積極的に進めるとともに
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コソピュー ター 人一台 を前提 に して、企業 内

LANや イ ソターネ ッ トEメ 「・ルの普及 に努 め

た。例 えばNTT妹 階暦型緝織の中にネrット

ワー ク型 の仮想組織 に類似 し:た"VYC(Virtual

YoungCompany)"(13>と 、・う電 子通信 ネ ッ

トワー クを設 げて推 進・斗995年 た は鹿島 とか

日立がイ ソ トラネ ッ トを導入(14)、 富士 ゼ ロッ

クス社 は1990年 代 初 頭 よ り 「知 ・知 識」 の重

要性を考え、.ナレ ッジ ・イニ シャチブ(図4)

を 提 唱 して、 この分野 で の先達企業 にな って

い る。富士 ゼ ロックス社 は、共感 の場 と信頼

にi基づ くコラボ レー シ ョソの情報 システ ムと ズ

して"Z-E工S"(15)を 実 践 してい る。 富

士通 の"SolutionNET"(16)"SARFINの 中

の 「事例BANK」"(17)や リ クルー ト社 の"ナ

レ ッジ ・パ ラダイ ス"(18)も 成 果 を あげて い る。 さ らにそ れ らは柔構造 で適応 力 があ り、機能 的

で機 動力 を有 し、 フラッ トで起業家精神 を も った組織体 系、す なわち有機的 に結 びつい たネ ッ ト

ワー ク型組織 づ くりに成功 した企業 であ る。

21世 紀 を迎 えるあ らゆ る ビジネ スモデル がITの 目覚 しい発展 によ って大 き く塗 り替 え られ つ

つあ るの が現状 で ある。 そ して、 ドキ ュメソ トマ ネジ メソ ト、 レコー ドマ ネジ メソ ト、 ナ レ ッジ

マネ ジメソ トとい った言葉 で企 業 の経営資 源 であ る知識 ・情報 ・ノウハ ウの総合 的な活用や全社

共有 化のた めの組織学習 のあ り方 が研究 され、実践 事例 がい ろいろ紹 介 されて い るのが この ごろ

であ る。

KMは4つ のモ ー ドの知 識サ イ クルモデル で説 明 され て いる。野 中郁 次郎 ・紺 野登 は知識創造

に焦 点を 当て、"そ の理 論的枠組 み は存在 論 的次元 と認識 論的次元 が含 まれ る。存 在論 的次元 は

知識創造 活動 が個 人か ら、集 団、組 織 へと拡 大 されて い く次元 であ り、認識論 的次元 は暗黙知 と

形式知 の間の知識 変換 に関す る次元で あ る"[権 、2000:155]と して、Socialization(共 同 化)・

Extemalization(表 出化)・Combination(連 結 化)・Intemalization(内 面 化)の サイ クルを提唱 す

る。

組織 の 中の知 識 の創造 ・共有 ・活用 に焦 点 を当 てた もの と して は、 ロー タス社 とIBM社 の

Sense(感 知)・Organize(体 系 化)・Socialize(共 同 化)・Internalize(内 面 化)の サイ クル、

綱 ゼ ロックス社のCreate(創 造)・Capture(取 り込み)・ 伽solidate(頒)・Co㎜u㎡cate

(伝達)の サイ クル、 ダベ ソポー トとプルー サ ックのCreation(創 造)・Codi丘cation(形 式 化)・

Distribution(流 通)・Use(活 用)の サイ クルの モデル があ る。 さらに、 デ トロイ トトーマ ツ

コソサルテ ィ ソグ社 はCodify(蓄 積 ・分 類 ・再整理)・Distribute(伝 達 ・配 布)・Apply(適

用 ・評価)・Create(創 造 ・獲i得〉のサ イ クル、野村総合研 究所 は表 出化 ・ナ レッジ共有 の拡大 ・

内面 化 ・濃 い共 同化 の4つ の モー ドを提 示す る。

新 谷文夫 は企業経営 の基本 は8つ の機能(企 画 、管理 、研 究、開発、調達 、生産、販売 、広報)で あ る

と考 え、 そ れ ぞ れ に20のIT手 法(CRM,NC,VCL,ASP,ERP,EAI,CSC,VC,MRO,KM,

PS,IM,SPA,ECR,MP,SCM,EMS,MRP,CAE,PSD)(19)を 対 応 させ、 グルー プ ウエアや イ ソ
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トラネ ッ ト等 を活 用 した情報 ・知識 の共 有化 が

そ れ ら手法 のベー スにある ことか らIT経 営 の

ホーム ポジシ ョソの中核 をKM(図5)で あ る

と位置 づ けた[新 谷、2000:26]。

ア ー サー ア ソダーセ ソ社 は1950年 代 初期 か ら

KMに 取 り組 み、"KnowledgeSpace"(20)を

1996年 に登場 させた。 これ は、1950年 代 か ら定

期的に共有すべ きナ レッジを紙 ベー スの共通 フ ァ

イル(SubjectFiles,CirculatingFiles)で

配 布 ・閲覧 して いた もの を1990年 代 初め には世

界標準 のデー ターベース(あ るべ き業務 プ ロセ

スの事 例集)に 集約 、 さらにCD-ROMの 製 作 ・

配布や ロー タス ノー ツの利 用等、 多 くの ナ レッ
図51Tに おけるKMの 位置づけ

ジ活用 ルールを開発 ・発展 ・進化 させた もので ある[陳 井、2000:19-20]。 この よ うに、文書

管理 は過 去の記録 とその管理 が主 目的 で あるの に対 し、KMは 未 来志 向的で あ り、活用 す ること

が主 目的であ る。 バ ックオフ ィイス(経 理 ・財務 ・総務等)部 門 も本来 的には与 え られた ミッシ ョ

ソを達成 す るナ レッジ ワー カーの集 団 と して生 まれ変 わ る[ア ーサー ア ソダーセ ソビジネス コソ

サル テ ング、1999:51-59]。 グ ルー プ ウエ アや イ ン トラネ ッ ト/エ クス トラネ ッ ト/イ ン ター

ネ ッ ト、データー ウエハ ウスや デー ターマ イニン グ等、IT技 術 のめざま しい進歩 に より、 ドキ ュ

メソ ト化 された知識 ・情報 の共 有化 と活 用の面 で過 去 の知識 ・デー タ管理 が大 き く未 来志 向的な

もの に前進 してい るのが現在 であ るといわ ざ るを得 ない

VI知 識 ・情 報の 共有 化 しくみ の構 築

創造化時代においては、管理部門での機能中心型組織(FunctionalOrganization)(21)や 日本

的な勘 と経験、慣例主義、前例に頼 る方法では市場環境の多様化やその変化のスピー ド等の社会

価値観 に対応で きないとい う問題を抱えているのが実態である。ワークフローの中で仕事が うま

くいくように発生する諸問題を解決 し、業務の改善 ・改革をしていくためには、情報の収集と分

析 ・活用がベースであり、問題解決 に役立つ情報をいかに正確かつ タイム リーに集め られ るかが

要であるので、組織をネ ットワーク型 にす ることが必要となる。必要情報 を収集 し、そのなかか

ら重要情報を判断・活用す ることで新 しい知織 ・知恵を発見する並びにそれらの共有による付加

価値創造を図ることが必要で、そのためには知識 ・情報共有化ネ ットワークの構築が必要不可欠

となる。

イソ トラネット技術とプロ トコル(22)を採用する情報 ネッ トワークを構築することによ り、た

えまない環境(市 場)変 化の動 きに対 して、社員だれ もがその役割に応 じた即応性の高い付加価値

創造を可能とすることが大切である。イソターネ ットの普及は目を見張るものがあるが、ネット

ワーク情報資源の時代においては コソピュータリテラシーや情報 リテラシーを含むネ ットワーク

リテラシーが重要にな り,その中核に現実ニーズの問題解決能力が位置 してなければならないの

はいうまで もない。この知識 ・情報共有化 ネッ トワー ク型組織は 「電子メール(個 人対個人、個

人対 グループ)」 「メー リソグ リス ト(共 同研究者の参加やアイデアの展開、異分野で同じ関心
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を持つ人々の学際 ・業際的な意見や批判の交絡)」 「ファイルの共用(知 識 ・情報 ・アイデアの

共有)」 「ディレク トリ(情 報や アクセス権)の 管理」「検索(必 要情報の入手)」 丁ネッ トワー

ク管理」の主要機能を有 し、ユーザーが異なる空間、異なる時間帯にいようといまいと関係な く

企業内での共同作業を可能にす るものである。

この しくみは一一気に構築することができないもので、ステ ップを踏むことが要求される。その

第一段階は、知識 ・情報の共有化の意義 と将来構想 を経営 ビジョソとして掲げ、全社員 に周知 ・

徹底 させる。 トップマネジメソ トがあらゆる機会を捉え、 この しくみが企業や個々のコミューニ

ティ、さらに従業員一人ひとりのミッシ ョソ、 ビジョソの実現になくてはならない最良のツール

であることを伝 え続けることが必要である。米国企業におけるナレッジ担当役員(CKO)設 置

はこの段階を重視 したものである。

第二段階は、個人 ・グループの知識 ・ノウハ ウを高める方策として、個人やグループの業務情

報をター ミナルで一元管理することで、業務情報を誰でも必要に応 じて入手 ・活用できるように

する学習機能を整備す る。 自社にはどのような知識 ・情報 ・ノウハウがあるのかを把握できる場、

言い換えれば、あまり堅苦 しく考えないで情報 ・知識を吐 き出させ、それを ドキュメソ ト化(成

功 ・失敗事例、業務 ・・技術のノウハウ等 としてタ己 ミナルに蓄積)す る場の整備である。具体的

には、全社員にパ ソコソー人一台を配備 してイソ トラネット/エ スクトラネットのター ミナル並

びにイソターネ ットにアクセスさせるようにする。 ・

第三段階は、外部情報を収集 ・整理 ・分析 し、関連部署が必要情報として検索 ・活用できるよ

うにする。 この段階の課題は ドキュメソ トワークフローとの関連性をもたせながら、社内の情報・

知識 と社外情報をどのように異質組合せて創造性へのシナージ効果を出 させるかである。

第四段階はこの新 しい知識 ・・情報共有化ネ ットワーク、すなわちこの"し くみ"の 活用を全社

行動規範 にす る。 このためには、人事考課の見直 しも必要である。従来、優秀な専門性を持つ人

材ほど、自分の保有情報を評価 されることを嫌い、"出 すと損"と の意識が強い。これを"出 さ

なきゃ損"と の風土に改革 しなければならない。 ビジネスにいかにつなげるかのアイデアな り情

報を出せば、その個人が起業家精神を発揮 した"発 信者によるプロジエク ト化"と して的確に、

しか もスピーディに評価 されることが大切なこととなる。要す るに、発信者の情報をいかに活用

したかを発信者 に返 し、又は掲示することにより、"情 報が活用されたことへの満足感"、 さらに

技術開発や商品企画等に関 し、いかに活用 されているかをクレジットする"技 術 ・ノウハウ向上

への貢献度"を 評価す ることが重要な事となる。 この場合、一次評価者は自部署ではな く、他部

署となるため、総合的に評価体系を見直されなければならない。又、人材ネッ トワークの構築に

はパーソナルスキルの発信 と登録を自薦、他薦で行わせる。.例えば35歳 以上は個人スキル ・ノウ

ハウ ・業務経歴を登録、2年 ごとに更新する。そ してパー ソナルスキルの登録を個人評価の対象

にする等、諸方策が必要 となろう。

◎ おわ りに一組織のパラダイム転換一

バー ナー ドの組織理 論 ではすべての組織 には 「共通 の 目的(acommonpurpose)」 「協 働 の意

欲(willingnesstoco-operate)」 「コミュニ ケー シ ョソ(communication)」 の3要 素 が必要 であ

るとされ てい るが、情報 ・知識 共有化 ネ ッ トワー ク型 組織 を具現 化す るには新 たな第4の 要素 を

加 え る ことにな る。そ れは、人的資源 は グローバル ・ジオ セ ソ トリックに向けて コアコソ ピタソ
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ス(競 合他社 との差別化の中核となる競争力の源泉)

を強化することのみに貢献・活用 し、それ以外の企

業活動 はすべて外部人的資源に徹底依存 して、経営

の効率性 ・有効性を図るKMに よる経営管理である。

企業のIT投 資 の生産性のパラ ドックス(IT投 資 を

い くら投下 して もそれに見合った生産性が得 られな

い)をKMを 導入することで避けることができる。

KMが 企業内部の諸機能の再編成を進める複雑系の

パラダイム(表4)を 要請する。それは組織のパラ

ダイムが従来のものと複雑系のものとを対峙 しつつ、

従来のものをも内包 しながら逐次表4の 右側の新 し

い ものへとウエイ トを移 していくことにほかならな

い。このことは、組織変革の流れが内部情報蓄積型

から外部情報発見 ・獲得型へ転換することを意味す

る[三 木、1998:25-26]。 メソバー構成において
"同質性よ りも異質性"

、 メソバーの参加理由にお

いて"個 別利益代表よりも役割貢献"、 組織化の 目

的において"活 動の分担 よりも活動の共有"、 組織

構造 において"機 械的よ りもホロニ ック"、動機づ

けにおいて"参 画動機 よりも目的意識"、 アウ トッ

プ トにおいて"合 意形成 よりも成果重視"、 コミュ

表4新 旧のパラダイム

〈旧〉 〈一÷曜 〈薪〉

単 純 ぐ→ 一ジ『』 『『護 『雑.

収穫逓減 くト÷遍旺 ,』 』収穫韆 増、.

静態的均衡 ぐ一』← 動態的均衡

安 定 ぐ一尸→・ .容 タ晶 ン・∫

決 定 ぐ一 ←・うド ・毒已組織 化.
鹽

決定論的 ダイナ ミックス ぐ一 → .生 命サイ.タル:・
ヒ

人は 同一 ぐ一 一 レ:・;人 は異 質=
1

人は集合 ← 一→ 『、 入は拡散、

要素はフローとス トック ← 噸レ:要素揺バタ"ソ と(瀁抂〉可能髄

ソフ ト物理学の経済学 ぐ一→ ミ・.・ 筒度}と難 な経済学 ～
膠

科学主義的合理思考 轡 ・ 融翻創造的非合理思考

ダーウィソ進化諭 ぐ一ド 遺俵子進化諭 ・

大量生産 ぐ一←→レ 多昂種小厳生産 一

大量消費 ぐ一{一ゼ ∫虧 晶隈定消費

大量廃棄 噂一←→・.完 全 弓葦イグル

教 育 ぐ一←ウ ㌃ 自学竄習 ド

機械化 ぐ一←ヴ 手作業μボ=ジト、
ピラミット構造 ぐr← レ㌦ ウェップ構造 .
クローズ ドシス テム ぐ一 ←叫 ㌃ 、分÷ ブソシステ ム .

秘 密 ぐ一 トゆ1『 『:開 承 『

上 司 。部下 ・宀 ∫ユらディ・ネ 心タ ・自律入闘 ・』

統制 ・管理 ←→』曝・二 毒律協働・自律完繕1

マニ ュアル化 ぐ一 トーD壷 流蟻 ・自分 流 』

知 識 ぐ・一← 畢 繦 造 ・知憩 ・、

階 層 ◇一』→・_ホ ロゾ

集 中 ぐ一 尸→レ: .分 散 』
巳

大規模 ぐ一 ゆ 二 、、・小規 模

排 他 ぐ一 一 夢 『 統;禽.・
鹽

競 争 ぐ一 一ゆ・1;共 『『生 ・
1

可 視 ぐ一一←:見 えないもめ

正常 ・非正常 ぐ一一噸・ 何セもあサ、
「

強 固 ぐ一雫【→ ・・:『 『硬 るやか 」

ニケー シ ョソにおいて"問 題解 決会議 よ りもチャ ッ ト的会議"へ 移行 する ことを意 味す る[原 田・

山崎、1999:32]。

[起稿2000・10・10:平 成12年 度文教大学学長調整金による調査(齊 藤;功高助教授 との共

同研究)内 容の一部を収録]

(注)

01:文 教大学国際学部"2001年 度一般推薦入試小論文試験問題の主題"か ら引用
。文化本質主

義とは"文 化は変えようにもその本質は変えられない"と 考える考え方である。
02:台 湾では何事をす るにも先ず感情の交流に努め、問題が生 じれば合理的か否かを判断 し

(合理的 な解決に努力 し)、裁判、仲裁(法 による解決)で 決着するのを最後の手段 とする。感
情の交流に努めるのは世界 どこでも同じであるが、ここで誤解 が生 じやすいのは、台湾では

契約はいい加減なのかと言 うと、それは全 く反対である。台湾では契約は合理的な判断の根

拠であるとして、契約条文の細部まで客先との詰めをしっかりと行 う。台湾で営業するには、

情、理、法で物事を考える習慣を身 につけなければならないということであ り、法を無視す

ることではない。

03:台 湾は特 に儒教の倫理が強 く、誠実でなければ台湾の人々から相手 にされない
。この誠実

と言 う事は大変難 しい事である。 日々の仕事で小 さな事でも約束を守 り、客先の利便を常に

考えるということである。
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04:台 湾では毎月旧暦の2日 と16日 には線香を立て、・お供 え物を して祖先を供養する。商売人

は店先で祭壇を設ける。1年 の最後の締め くくりとして12月16日 に店の経営者が従業員にご

馳走する習慣があった。 これを"尾 牙"と いっていた。これが最近では忘年会となってお り、

会社が全額費用負担で毎年行 う。台湾では費用は会社全額負担の社内旅行が福利の一環とさ

れてい る。 ある日系企業は社員旅行 を毎年行 っていた。社員数 も少なく、家族 もイ トコ、ハ

トコまでOK、 友人 も参加OKと 非常に開放的であったが、社員数が増 えたので、今では配

偶者、一親等までとしている。

05:

国際化の発展段階

06:「Promotingthecu士rentGoodManufacturingPractices(cGMP).Afterthe

promotionofvalidationpracticeforsterileproducts,anoverallvalidationpractice

fordrugswillbepromotedtoupgradethestandardsofGMP.」[Republicof

China,2000:129]

07:「 創 知型産 業に は、 サイエ ソス ・ドリブソとデ ジタル情報 ドリブ ソとい う2つ の タイプの、

いず れ も知識 を核 とす る新産 業の創 出へ のアプ ローチが重要 で ある。 サイエ ソス ・ ドリブ ソ

とは文 字 ど う り、活発 な研 究開発 に よって生 み出 され る科学 的 な知識 を事業の源泉 とす る も

のであ る。 デ ジタル情報 ドリブソはあ らゆる情報 がデ ジ タル化 され、デー ター ベース化 され

る環 境 の なかで、90年 代 に な って急速 に普及 し始 め たネ ッ トワー クをベー ス とす るITの 活

用 に よ り、新 たな ビジネスモデル とい う知識 を創造 す る ことによって推進 す る産業化 の こと

で ある」[野 村総 合研究所 、1999b:45]

08:情 報 通 信 総合研 究所 はJupierCommunications社 の 米 国 固定 ・携 帯電話人 口普 及率 資料

を基 に、2001年 に 日米大逆転 す るとい う資料 を作成 した。 それ による と、1996年 日本6.2%・

米 国13.9%、1997年9.2%・22.4%、1998年13.4%・30.9%、1999年24.7%・36.9%、2000

年40.4%・43.1%、2001年56.9%・48.9%、2002年72.2%・54.4%、200386.9%・59.9%

で 、 世 界 が見習 う日本型ITの 可 能性 と して5つ を指摘 して い る。そ れは、1)ネ ッ ト接 続携

帯電話 による世界一普及す るイ ソターネ ッ ト(携 帯 で決済、携帯 とホームページの連動型 サー

ビスが普 通 に)、2)コ ソ ビニはATM、 料 金収納 代行 、情報 端 末が街 のIT拠 点(チ ケ ッ ト

販売、 ダ ウソロー ド・ソフ ト等)、3)宅 配 便 は物流 と代 引 きで、通販 ・EC決 済 のサー ビス

イソ フラ、4)少 子 高齢化(2015年 に は4人 に1人 が65歳 以 上)に 対応 した、情報機i器 およ

び サー ビスの メ ロウな進化(世 界 の国 々に も参考 にな るIT)、5)日 本 ならではの キ メ細 か
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さ、丁寧 さ、モ ノ作 りへの熱意 が生み出す カス タマ イズ商品 ・サー ビス(日 本型経営 モデ ル

の復権)、 、で ある。

09:「20世 紀 の終 わ りに来 て、電子通 信革命 は人類 社会 を大 き く変 えてい る。電子 個人主 義 と

も呼べ る ものが誕 生 して い る。 日本社 会 は集団主 義 に よる成功 が素 晴 ら しかった分 だけ、逆

に電子通信革命 が もた らす個 人主義 の時代 への適 応 が少 し遅れ気味 だ。 電子個 人主義 とは個

人 単位で(家 族 で も職場 で も国家 で もない)行 動 が と られ、敏速 な判 断 と活発 な相互作用 を

特 徴 と し(ネ ッ トワー ク社 会 の誕 生)、 社 会全体 が グ ロー バル スタ ソダー ド(言 いだ し、多

数 の合意 を取 り付けた者 がス タソ ダー ド設定者 に なる)を 採用 し密接 な連関 を保 た なけれ ば

な らない。言 い換 えると コソピュー タを道具 と し、業界 の区別 を気 に しない社 会 が人類社 会

に誕生 しつつあ る。」(猪 口孝 「経 済教室:電 子個人 主義 の時 代に」 日本経済 新聞2000・1・

4)

10:「Collaborationistheprocessofsharedcreation:twoormoreindividualswith

complementaryskillsinteractingtocreateasharedunderstandingthatnonehad

previouslypossessedorcouldhavecometotheirown.Collaborationcreatesa

sharedmeaningaboutaprocess,aproduct,oranevent.Inthissense,thereis

nothingroutineaboutit.Somethingistherethatwasn'tbefore.」[Michael

Schrage,1990:33]こ の 定義の よ うに、 コラポ レー シ ョソとは専 門の経験 の異 な る人 たち が

協 動 して新 しい知 識や ノ ウハ ウを創造 す るプロセ スを共有 す る活動 であ る。 この活動 を実 践

してい くため にはメソバーの一 人ひ と りの専門性 や性格 ・思考特 性を十分 に活 か した メソバー

相互 間の有機 的な コーデ ィネー トが必 要で ある。新 しい ものは ゼ ロか ら生 まれ るもの では な

く、 これ まで積 み重 ねて きた知 識や経験 の上 に新 た な視点 が加わ る ことに よ り創 造 され る。

複雑化 し、専 門化 した現実 に直面 して、様々な専 門性 を持 つ人 々が コラボ レー シ ョソを重 ね

る努 力に よって革新 的な問題処理 方法 や製品等 が創 造 されてい く。

11:「GeneralElectric社 で は"GEInfo㎜ationNetwork"と 呼 ぶイ ソ トラネ ッ トで、従業 員

が デス ク トップか ら有益 な情報 が得 られ るよ うに して い る。 最終的 には世 界 中に散 らば る従

業員22万 人 を結 ぶ計 画であ る」[翫eveGuengerich(長 原 宏治監訳)1997:10]

12:グ ル ー プウエアをプ ラ ッ トホー ムに全世 界約5万 人の コソサル タ ソ トが互 いに情 報や ノウ

ハ ウを共 有 し、短期 間で高品質 の情報提供 や コソサル テ ソグを可能 にす るの が 「ナ レッジエ

クス チ ェ ソジ(KX)」 で あ る。KXに は 約150の コ ミュニ テ ィー ・オ ブ ・プ ラ クテ ィ ス

(COP)が 結 成 され、世界 中 の コソサル タソ トの持 つ様 々 な情 報や事例 をテー マ ごとに分

類 ・i整理 して、そ の情 報 に付加価 値 をつけた り、 そ こか ち普遍 的 なル ールを導 き出す ことで

「知識」 へ と昇華 させ、様 々な課 題解決 に役立て てい る。[日 本経済新 聞1999・5・28第2

部P5]

13:NTTで は 入社10年 未 満 の若手社 員 の中か ら、地域 ・部署 ・職種 不問で公 募 した100人 に

パ ソコソを与 えてネ ッ トワー ク仮想企業 を94年 秋 に計画 、95年 春 に発足、96年 秋 には メソバー

1500人 ・月間10万 件 を超 え る電子 メー ルに よる、興 味 と意欲 を同 じくす るメソバーが絶 えず

集 ま り、 また組 み替 つて常 時約80も の プ ロジ ェク ト活動 が ネ ッ トワー ク上 で進行 してい る

、[高木 ・長 戸、1997:18-21]

14:鹿 島 は1995年4月 にイ ソ トラネ ッ トを導 入、主 に技術 系社員8000人 が 使 ってい る。 日立 は

1995年 秋 か らイソ ターネ ッ トを構 築 し始め、SEを 中 心 に約7700人 、 最終 的には全社 員(約5
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万人)が 使 え る体制 を 目指 して いる。[日 経 ビジネス ・日経 コ ミィニケー シ ョソ,1996]

15:「 冨 十 ゼ ロ ックス社 の海老 名事業所 で は、設計 の初 期段階 か ら全 員が参加 し、過去 の経 験

と知識 をベー スに問題点 や改善案 を出 しあ うことに よ り、開発期 間の短 縮 を 目指 す"全 員設

計構想勢 の実践が行 われてい る。一(略)一 最 初 か ら全員 で設計 しよ うとい うアイデ アを

実現す るため に生 まれ たシステ ムが 、"Z-EIS(Zen'in唱ekkeiEngineeringInfo㎜ation

System)"で あ る。一(略)一 ・Z-EISは イ ソ トラネ ッ ト上 で実 現 された製 品情報 ・業界 動

向 ・設計 ノウハ ウ等 のポー タル サイ トで あ り、 さ らに技術者 と営業担 当者の間 での製品設 計

に関 す る議論 の場 とな ってい る。 設計 者以外 の ア クセス も活発 で、一 ヵ月に200,000件 以 上

の ア クセスがあ る。一(略)一 この実践事例 の成功 要因 は、 もともと設計 者 の間に あ った

ノウハ ウ共 有の文化、そ して下流部 門の現場 のナ レッジを タイム リーに活用 したい とい う設

計者 の切実 な要求が あ り、その構 図を崩 さず に システ ム化 した ところにあ る。.全員設計 の コ

ソセプ トが共有 され た ことに よ り、 それ まで設計 作業 の合間 に行 われていた設計 ノウハ ウの

登録作業 が、設計者 に とっての本質 的活 動 と して認識 され た ことも重要 な ポイ ソ トで あ る。」

[ア ーサー アソダーセ ソビジネス コソサ ルチ ソグ、1999:137-138]

「過 去 の トラブル事例 か ら学 んだ設計 ノ ウハ ウを は じめ、設計仕様 書、.図面 デー タな ど、設

計者 が製 品開発で必要 とす る情報や ノウハ ウを必要 な と きに簡単 に引 き出せ るイ ン トラネ ッ

トの仕組 みで ある。個人 の経 験知 と して蓄積 され た設 計 ノウハ ウを組織知 と して共有す るこ

とによ り、経験 の浅 い設計者 で も一 定 レベル以上 の製 品 を設計 できる。[浅 久野映 子、2000:

27-28]

16:現 在 の システムは、 プロジ ェク ト毎 にwebを 立 ち上 げ、そ こへ現場 で発生 した業 務の知 識

を蓄積 、活用す るために、 日報、議 事録、設計 書 、提 案書 、 メール等を フォーマ ッ トを統 一

しないで入れて お き、全社 的 にそ れ らを活用 す る企 業文化 が醸成 されてい る。[記 録管理 学

会a,2000:07]

17:"イ ソ トラネ ッ トSARFINの な か の事例BANKワ は 営 業マ ソが 自らの成 功事 例や 失敗 事

例 を赤裸 々 に綴 ったケー スス タデ ィが掲載 されて い る。例 えば、他 社 に出 し抜 かれて しまっ

たケー スな どで、約5500件 が 登録 されて い る。[日 経 ビジネス ・日経 コミュにケー シ ョソ,

1966]

18:1999年10月 に イ ソ トラネ ッ ト上 にオ ー プソ したマー ケテ ィソグ ・システム商 品部門 の営業

ポー タブル サイ トで、営業 マ ソの知識 ベース、 コミニケー シ ョソ ・ベー ス、イ ソスプ レー シ ョ

ソ ・ベー スと してつ くられ た もので ある。 その第 一段階 の 目標 と して、 これ まで部門 内で行

なわれ て きた様 々な タイプの情報交換 の場 を活 性化 させ、そ うした場 にあが って きた情報 を、

よ り活 用 しやす い環 境 を作 り上 げてい る。[水 野,2000:35-38]

19:CRM:カ ス タマ ー ・リレー シ ョソシ ッフ.・マ ネ ジメ ソ ト、NC:ネ ッ トワー ク ・コミュニ

テ ィ、VCL:バ ー チカル ・コラボ レー シ ョソ、ASP:ア プ リケー シ ョソ ・サー ビス ・プ ロ

バイ ダー、ERP:エ ソ タープ ライ ズ ・リソー ス ・フ.ラソニ ソグ、EAI:エ ソ ター プ ライ ズ ・

アプ リケ ー シ ョソ ・イ ソテ グ レー シ ョソ、CSC:サ イ パー スペー ス ・コー ポ レー シ ョソギ

VC:バ ー チャル ・コー ポ レー シ ョソ、MRO:メ ソテナ ソス ・リペア ・アソ ド・オ ペ レーシ ョ

ソズ、KM:ナ レ ッジ ・マネ ジメソ ト、PS:ポ ー タル ・サイ ト、IM:イ ソ フォ ミデ ィア リ、

SFA:セ ー ル ス ・フォー ス ・オ ー トメー シ ョソ、ECR:エ フ ィシエ ソ ト。カ ス タマ ー ・レ

ス ポソス、MP:マ ー ケ ッ トフ。レイ ス、SCM:サ プ ライチ ェー ソ ・マ ネ ジメ ソ ト、EMS:
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エ レク トロニ クス ・マニ ュ ファ クチ ャ リソグ ・サー ビス、MRP:マ テ リアル ・リソー ス ・

プ ラ ソニ ソ グ、CAE:コ ソ ピュー タ ・エイデ ッ ド・エ ソジニア リソグ、PSD:プ ロ シュー

マ型開発

20:KnowledgeSpaceは コ ミュニ テ ィをベー スに構築 されてい る。 個々 の コ ミュ ニテ ィの ペ

ー ジは
、活動 やサー ビスの特 性 に応 じて 、機 能や デザイ ソに使 いやす くす る工 夫 が こらされ

てい る。 ただ、 アー サーア ソダーセ ソのす べてのwebサ イ トには 同 じデザ イ ソポ リシーが踏

襲 されて お り、 リソー スを活用 しや すい ようにす る配慮 もある。 トップマネジ メ ソ トは、常

に 自らの メ ッセ ー ジをKnowledgeSpaceを 通 じ:て直接 話 しかけ、 フ ィー ドバ ックも簡 単 に

で きるよ うに工夫 されてい る。 利用 は原則 と して アーサー アソダーセ ソの メ ソバ ーで あれ ば

何 も制限 され る ことは ない。各 国の最 高責任者 で も、経験 の ない新人 で あって も、等 し く同

じ権 限で ある。[陳 井,2000:20]

21:こ の 組織 は技術 プ ロセ スの改善 や 向上が容 易で あるとい う長所 があ るものの 、 プ ロジ ェク

トマネー ジャがかな り有能で、大 きな権 限 を持 っていない と、部門長 が 自部門 に関連す るプ

ロ ジェク トに対 して全 ての決定権 を 自分 に集 中 し、 自部 門の損得 をプ ロジェク トよ りも優 先

して しまいが ちで あ る。

22:「 従 来 型のLAN及 びWANは 情 報技 術管 理者及 びユーザー の両 者 に対 して制 約 を抱 えて い

る。管理 者 にとっての最大 の困難 は、異 な る コソピュー タ及 び異 な るオペ レー テ ィソグシス

テ ム相互 を対話 させ る ことで あ る。一(略)一 従 来型 ネ ッ トワー クは ユーザー に対 して、 そ

れぞれ異 な るシステム毎 の ソフ トウエ アの知識 を要求す る。一方 、 ワー ク管理 者 は、複数 の

独 立 したデ ィレク トリシステ ムを管理 しなけれ ばな らない。 一(略 〉 一そ こに現 れた解 決策

が イソ トラネ ッ トで ある。 オー プ ソで標 準的 なイ ソター ネ ッ ト技術 を土台 に して構築 され る

イ ソ トラネ ッ トは、HTML形 式 で の情 報 の共 有(人 事異動 の発表 か らホ ワイ トボー ド的 な

使 い方 まで)、HTML.ド キ ュ メ ソ ト処 理 の た め に設 計 され た 唯 一 の プ ロ トコル で あ る

HTMLの 採 用 によってLAN及 びWANの ク ライア ソ ト/サ ーバー ス トラクチ ャの真 の力 を解

放 した。」[TysonGreer(阿 部 写真 印刷 訳)1998:12-13]
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